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　三井住友信託銀行は、嘱託社員の契約更新に当たって、労働組合と事前に協議せず、一方的に就業規則を不利益変更した問題について、銀行側は「不利益変更と考えていない」として、不利益変更強行後の団体交渉でも、組合に変更理由さえまともに説明してきませんでした。

金融ユニオン近畿支部（辻昇三支部長）は、６月13日、労働委員会にあっせん申請を行ない、９月22日、中労委のあっせん案を労使双方が受諾し、正常な労使関係の構築に向けて一歩踏み出すことになりました。
あっせん内容は、①会社は組合に対し、本年４月１日付の嘱託社員就業基本規則の変更の必要性等について誠実に説明すること。②嘱託社員に適用される就業規則を変更しようとする場合には、会社は組合に対し、
他の労働組合と同時期に情報を提供すること。また、組合から団体交渉の申し入れがあった場合には、会社は誠実に対応すること。③会社及び組合は今後、[image: image2.jpg]


意思
　近畿地協では、昨年の大会以降、京都北都や金融ユニオンで組合員を拡大しています。
　京都北都では、新入職員研修時に人事部研修課長による「組合には１年間よく考えてから入るように」などという指導によって一時新入職員の加入が止まっていましたが、近畿地協などとの委任団体交渉で「労働組合活動に対する不当介入（不当労働行為）である」と厳しく抗議した結果、人事部は研修で謝罪。その後、職場などでの声かけに応えて、加入者が相次ぐように
なり、この１年間で新入職員、入庫２年目の職員、
疎通を図り、相互の信頼関係を構築することに心掛けるとともに、団体交渉では誠実かつ平和的に協議し解決に努めること。また、会社及び組合は、引き続き、労働契約法等関係法令について理解を深め、円滑な労使関係の構築に努めること、となっています。

当たり前のルールが、ようやく中労委のあっせんで確認された形になりましたが、この当たり前のルールさえ、これまで少数組合の金融ユニオンに対しては守られてきていませんでした。

９月22日の午後２時から始まった中労委あっせんには、三井住友信託銀行明石支店の３名の組合員をはじめ、金融ユニオン浦野委員長、金融労連近畿地協福井副議長、同東京地連高橋中執、金融労連本部からも３名が参加しました。
[image: image3.wmf]　金融ユニオンは、このあっせん受諾を誠実に履行するため、さっそく銀行に団体交渉を申し入れ、10月３日に団体交渉が再開される予定です。

パート職員ら10名が新たに従業員組合に加入しています。

　また、金融ユニオンでも、大同信組の新入職員、大阪シティ信金、ＭＹＪ（明治安田生命関連会社）、みずほ銀行などから、６名が加入して要求実現に向けて頑張っています。従来の労働相談からの加入だけでなく、職場の仲間による組合加入の呼びかけが大きく前進してきているのが特徴です。

京都北都従組のなかまに
豪雨災害救援カンパを
８月と９月の二度にわたって、京都府北部を襲った記録的な豪雨で、京都北都信金従組の多くの仲間が家屋浸水などの（水没した自動車の上をボートで移動） 被害に遭われています。金融労連では、京都北都の仲間に対して、全国の仲間から緊急支援カンパに取り組むことを決めました。地元の近畿地協の仲間からもぜひカンパに取り組んでください。
　＜送金口座＞　
三菱東京ＵＦＪ銀行麹町（こうじまち）支店
普通預金・Ｎｏ．１１１０８８７　金融労連本部
京都・福知山豪雨災害

行政も支援制度改善へ
　今回の記録的な豪雨により甚大な被害を受けた福知山市に対して、京都府は９月18日、住宅について「地域再建被災者住宅等支援制度」を一部改善し、住宅再建以外に、５万円を上限に生活に必要な家具・家電の購入や住宅のハウスクリーニング等の経費を補助金として認めることにしています。
　また中小企業庁も９月17日、福知山市に対して被害を受けた中小企業への資金繰り支援措置として、セーフティネット保証４号（突発的災害）を９月24日から発動することを決定しています。この制度は、突発的な災害等で、相当数の中小企業の事業活動に著しい支障が生じている地域を同庁が指定し、売上高等が減少している中小企業が、一般保証とは別枠の保証（無担保８千万円、最大２億８千万円）が利用可能となる制度です。

　この制度は、現在の支援制度だけでは事業の再開が困難な中小企業などに対して、再建のために必要な融資額を広げるもので、昨年の地協大会の来賓・倉林明子議員などが京都府に要望していました。　
労働組合なかりせば
飛び交う暴言、暴けぬ隠蔽体質

　大阪府最大の信金である大阪シティ信金には労働組合がありません。今回、金融ユニオンに加入された労働者からの職場実態報告では、毎日の営業店からの数字報告の際にも本部役員から「アホ・バカ・カス」などの罵倒は日常茶飯事です。
　職場によっても違いはありますが、パワハラ支店長のもとでは、昼休みとは「１時間休むもの」ではなく、「５分程でも食事だけとる」ものだそうです。組合員本人も「弁当を食べてるヒマもなく、そのまま弁当を持ち帰ったことも多々あった」とのこと。

　金融ユニオンが、団体交渉で労働者を心の病に追い込んだ上司のパワハラ実態を追及しても、「調査したが、そのような発言はしていない」と部下がウソをついているといわんばかりの隠蔽体質をあらわにしています。
　大阪で最大の信金であっても、労働組合がなければ、「おかしい」「間違っている」「法律違反だ」などと経営者の暴走をチェックすることさえできなくなっている、まさに「お手本」と言えるのではないでしょうか。

何か悪いことしましたか？

試用期間延長したあげく「解雇」
（大同信組第２回地位確認裁判）
　大同信組（大阪）が新入職員を試用期間延長・満了解雇した事件は、９月19日に大阪地裁で第２回目の裁判が開かれましたが、金融機関の急激な「ブラック化」が浮きぼりになってきています。

これが許されれば、入社試験・面接などせずに採用しても、事務ミスなどがあれば、「試用期間」を口実に簡単に解雇できることになります。

本人は「前回陳述した相手の答弁書には、明らかな嘘も多く含まれており、大変憤りを感じました。しかし、ただ憤りを感じていただけでは、何も始まらないので弁護士さんや、労働組合のみなさんと協力して頂き、相手の嘘をあばくことができ、良い準備書面を作れたと思います。まだまだ裁判は続きますが、絶対に勝利を勝ち取り、試用期間の容易な解雇はできないということを、会社や世間に周知していきたいです」と感想を述べています。







近畿でも京都北都従組や金融ユニオンで組合員拡大





就業規則の変更は誠実な労使協議を


三井住友信託銀行中労委あっせんを受諾











2015年度金融労連近畿地協役員選挙告示


　　　　　　　　　　選挙管理委員長　四方敏之


2015年度金融労連近畿地協役員選挙について下記の通り告示します。


記


投票日　2014年10月25日（土）


場　所　近畿地協第９回定期大会会場


定　員　議　長　　　１名


　　　　　　副議長　　　４名


　　　　　　事務局長　　１名


　　　　　　事務局次長　２名


　　　　　　会計監事　　２名


立候補締め切り　10月25日（土）正午


文書をもって選挙管理委員長宛届け出ること














近畿地協第９回定期大会のご案内


日時　2014年10月25日（土）


　　　　11時～16時


場所　京都市「コミュニティ嵯峨野」


議題　一、2014年度たたかいの総括


　　　一、2015年度運動方針


　　　一、決算・予算


　　　一、役員選挙


　　　一、その他




















